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(57)【要約】
【課題】ＩＴＯ膜等の電極との密着性に優れ、耐熱性に優れた表示素子用硬化膜を形成可
能なポリシロキサン系ポジ型感放射線性組成物を提供することを目的とする。
【解決手段】本発明は、［Ａ］メルカプト基を有するポリシロキサン、及び［Ｂ］キノン
ジアジド化合物を含有するポジ型感放射線性組成物であり、さらに、［Ａ］メルカプト基
を有するポリシロキサン中のＳｉ原子に対するメルカプト基の含有率が、５モル％を超え
６０モル％以下であるポジ型感放射線性組成物である。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　［Ａ］メルカプト基を有するポリシロキサン、及び
　［Ｂ］キノンジアジド化合物を含有するポジ型感放射線性組成物。
【請求項２】
　［Ａ］ポリシロキサン中のＳｉ原子に対するメルカプト基の含有率が、５モル％を超え
６０モル％以下である請求項１記載のポジ型感放射線性組成物。
【請求項３】
　さらに、［Ａ］ポリシロキサン中のＳｉ原子に対するアリール基の含有率が、６０モル
％を超え９５モル％以下である請求項１又は請求項２記載のポジ型感放射線性組成物。
【請求項４】
　［Ｃ］感熱性酸発生剤又は感熱性塩基発生剤の少なくとも一方を、さらに含む請求項１
から請求項３のいずれか１項に記載のポジ型感放射線性組成物。
【請求項５】
　硬化膜を形成するために用いられる請求項１から請求項４のいずれか１項に記載のポジ
型感放射線性組成物。
【請求項６】
　請求項５に記載のポジ型感放射線性組成物から形成された硬化膜。
【請求項７】
　（１）請求項５に記載のポジ型感放射線性組成物の塗膜を基板上に形成する工程、
　（２）工程（１）で形成した塗膜の少なくとも一部に放射線を照射する工程、
　（３）工程（２）で放射線を照射された塗膜を現像する工程、及び
　（４）工程（３）で現像された塗膜を加熱する工程
を含む表示素子用硬化膜の形成方法。
【請求項８】
　請求項６に記載の硬化膜を具備した表示素子。
【請求項９】
　Ｓｉ原子に対するメルカプト基の含有率が、５モル％を超え６０モル％以下である硬化
膜形成用のポリシロキサン。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示素子（ＬＣＤ）や有機ＥＬ表示素子等の表示素子の層間絶縁膜、平
坦化膜、隔壁材等の硬化膜を形成するための材料として好適なポジ型感放射線性組成物、
その組成物から形成された硬化膜、その硬化膜の形成方法、及び硬化膜形成用のポリシロ
キサンに関する。
【背景技術】
【０００２】
　カラーＴＦＴ液晶表示素子等は、カラーフィルター基板とＴＦＴアレイ基板を重ね合わ
せることによって作成される。ＴＦＴアレイ基板においては、一般に層状に配置される配
線の間を絶縁するために層間絶縁膜が設けられている。層間絶縁膜を形成する材料として
は、必要とするパターン形状を得るための工程数が少なく、しかも十分な平坦性を有する
ものが好ましいことから、ポジ型感放射線性組成物が幅広く使用されている。
【０００３】
　このような、層間絶縁膜形成用の感放射線性組成物の成分としてアクリル系樹脂が主に
使用されている（特開２００１－３５４８２２号公報参照）。これに対し、アクリル系樹
脂よりも耐熱性及び透明性に優れたポリシロキサン系材料を、感放射線性組成物の成分と
して用いる試みがなされている（特開２００６－１７８４３６号公報、特開２００６－２
７６５９８号公報、特開２００６－２９３３３７号公報参照）。従来のポリシロキサン系
の感放射線性組成物に用いられるポリシロキサンは、フェニルトリメトキシシラン等のシ
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ラン化合物を加水分解縮合することで得られる。このようなポリシロキサンを含む感放射
線性組成物から得られる硬化膜の表面硬度を実用上問題ないレベルに保つためには、ポリ
シロキサン合成時のフェニルトリメトキシシラン等のフェニル基を有するシラン化合物の
使用量の制御が重要である。ポリシロキサン中のフェニル基のＳｉ原子に対する含有率が
６０モル%を超える場合、硬化膜の表面硬度が低下することが報告されている（例えば、
特開２００６－１７８４３６号公報参照）。
【０００４】
　しかし、硬化膜の表面硬度向上のみを目的として、ポリシロキサン中のフェニル基のＳ
ｉ原子に対する含有率を５モル％から６０モル%以下とした場合、以下に示す問題点があ
る。例えば、フェニル基の含有率低下により硬化膜の屈折率が低下し、液晶パネルの輝度
低下の一因となる。さらに、ポジ型感放射線性組成物の場合、低フェニル基含有率のポリ
シロキサンは感光剤であるキノンジアジド化合物との相溶性が低いため、硬化膜の白化（
ポリシロキサンとキノンジアジド化合物とが相分離することで発生する硬化膜の白濁化）
を引き起こす場合がある。
【０００５】
　ポリシロキサン中のフェニル基のＳｉ原子に対する含有率を５モル％から６０モル%以
下とした場合、上記の点に加えて、ＩＴＯエッチング工程で使用されるレジスト剥離液へ
の硬化膜の耐久性低下が大きな問題となる。ＴＦＴアレイ基板作成時に、層間絶縁膜が形
成された後、その上にＩＴＯ（酸化インジウムスズ）膜が基板の全面に形成される。その
後、不要部分のＩＴＯ膜を除去するために、強酸等のエッチング液を用いて、ＩＴＯ膜の
エッチングが行われる。ＩＴＯ膜のエッチングの際には、必要部分のＩＴＯ膜がエッチン
グされないように、ノボラック系ポジレジスト等を用いて、必要部分のＩＴＯを保護する
。その後、レジスト剥離液によって、ポジレジストを除去する。この時に、低フェニル基
含有率のポリシロキサンからなる層間絶縁膜は、レジスト剥離液により、硬化膜の膨潤、
侵食が発生し、ＩＴＯエッチング工程の前後で膜厚に変化が生じる。硬化膜の膜厚の変化
は、液晶表示素子のセルギャップ不良を招き、ひいては液晶表示素子の表示ムラを発生さ
せる。
【０００６】
　また、例えば特開２００３－２８８９９１号公報には、特定のシラン化合物と放射線の
照射を受けて酸又は塩基を発生する化合物とを含有する有機ＥＬ表示素子の絶縁膜を形成
するための感放射線性組成物が開示されている。しかし、フェニル基を有するシラン化合
物の使用量を制御することにより、層間絶縁膜としての一般的に要求される耐熱性、透明
性及び低誘電性等の諸性能の向上に加え、特に、屈折率及びＩＴＯ膜エッチング工程にお
けるレジスト剥離液耐性及び耐ドライエッチング性等を向上できることは記載されていな
い。
【０００７】
　このような状況下、層間絶縁膜として一般的に要求される高い耐熱性、透明性及び低誘
電性を有すると共に、屈折率及びＩＴＯ膜エッチング工程におけるレジスト剥離液耐性に
優れた硬化膜、並びに電圧保持率が高い液晶セルを形成可能であり、かつ、放射線感度及
びキノンジアジド化合物との相溶性が高いポリシロキサン系のポジ型感放射線性組成物の
開発が強く望まれている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００１－３５４８２２号公報
【特許文献２】特開２００６－１７８４３６号公報
【特許文献３】特開２００６－２７６５９８号公報
【特許文献４】特開２００６－２９３３３７号公報
【特許文献５】特開２００３－２８８９９１号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は以上のような事情に基づいてなされたものであり、その目的は、耐熱性、透明
性及び低誘電性に加えて、ＩＴＯ電極等に対する優れた密着性、並びに電圧保持率が高い
液晶セルを形成可能なポリシロキサン系のポジ型感放射線性組成物、その組成物から形成
された硬化膜、並びにその硬化膜の形成方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するためになされた発明は、
　［Ａ］メルカプト基を有するポリシロキサン、及び
　［Ｂ］キノンジアジド化合物を含有するポジ型感放射線性組成物である。
【００１１】
　当該ポジ型感放射線性組成物は、［Ａ］ポリシロキサン中のＳｉ原子に対するメルカプ
ト基の含有率が、５モル％を超え６０モル％以下であることによって、ＩＴＯ電極等に対
する優れた密着性に優れた表示素子用硬化膜を形成可能である。また、当該ポジ型感放射
線性組成物を用いることによって、電圧保持率が高い液晶セルを形成可能である。
【００１２】
　当該ポジ型感放射線性組成物は、さらに［Ａ］ポリシロキサン中のＳｉ原子に対するア
リール基の含有率が、６０モル％を超え９５モル％以下であることによって、耐熱性、透
明性及び低誘電性に優れた表示素子用硬化膜を形成可能である。
【００１３】
　当該ポジ型感放射線性組成物は、［Ｃ］感熱性酸発生剤又は感熱性塩基発生剤の少なく
とも一方をさらに含むことが好ましい。このような感熱性の酸又は塩基発生剤を用いるこ
とによって、ポジ型感放射線性組成物の現像後の加熱工程における［Ａ］成分（及び任意
の［Ｄ］熱架橋性化合物）の縮合反応をより促進し、表面硬度及び耐熱性に優れた硬化膜
を形成することができる。
【００１４】
　当該ポジ型感放射線性組成物は、任意成分の熱架橋性化合物をさらに含むことが好まし
い。このような熱架橋性化合物を用いることによって、ポジ型感放射線性組成物の現像後
の加熱工程における［Ａ］成分の縮合反応（架橋）を一層促進し、表面硬度及び耐熱性が
さらに改善された硬化膜を形成することが可能となる。
【００１５】
　本発明のポジ型感放射線性組成物は硬化膜を形成するために好適に用いられ、表面硬度
及び耐熱性を改善した硬化膜を得ることができる。
【００１６】
　また、本発明の表示素子用硬化膜の形成方法は、
　（１）当該ポジ型感放射線性組成物の塗膜を基板上に形成する工程、
　（２）工程（１）で形成した塗膜の少なくとも一部に放射線を照射する工程、
　（３）工程（２）で放射線を照射された塗膜を現像する工程、及び
　（４）工程（３）で現像された塗膜を加熱する工程
を含んでいる。
【００１７】
　当該方法においては、優れた放射線感度を有する上記ポジ型感放射線性組成物を用い、
感放射線性を利用した露光・現像・加熱によってパターンを形成することによって、容易
に微細かつ精巧なパターンを有する表示素子用硬化膜を形成することができる。また、こ
うして形成された硬化膜は、一般的な要求特性、すなわち、耐熱性、透明性及び低誘電性
に加えて、ＩＴＯ電極等に対する優れた密着性、並びに電圧保持率が高い液晶セルを形成
可能なポリシロキサン系のポジ型感放射線性組成物、その組成物から形成された硬化膜、
並びにその硬化膜の形成方法を提供することができる。
【００１８】
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　ポリシロキサン中のＳｉ原子に対するメルカプト基の含有率が、５モル％を超え６０モ
ル％以下であることが好ましく、さらに１０モル％を超え４０モル％以下であることが特
に好ましい。また、さらにＳｉ原子に対する、アリール基の含有率が、６０モル％を超え
９５モル％以下である本発明のポリシロキサンを用いることで、機械的、電気的特性に優
れた硬化膜を形成することができる。
【発明の効果】
【００１９】
　以上説明したように、本発明のポジ型感放射線性組成物は、高い放射線感度を有すると
共に、上記［Ａ］及び［Ｂ］を含んでいることによって、耐熱性、透明性及び低誘電性と
いう一般的な要求特性をバランス良く満たすと同時に、屈折率及びＩＴＯ膜エッチング工
程におけるレジスト剥離液耐性並びに耐ドライエッチング性に優れた表示素子用層間絶縁
膜、さらには高い電圧保持率を有する液晶セルを形成することができる。また、本発明の
ポジ型感放射線性組成物は、有機ＥＬ素子等の平坦化膜、隔壁材等、電子ペーパーなどの
フレキシブルディスプレー等の硬化膜を形成するためにも好適に使用することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本発明のポジ型感放射線性組成物は、［Ａ］メルカプト基を有するポリシロキサン、［
Ｂ］キノンジアジド化合物及びその他の任意成分を含有する。
【００２１】
＜［Ａ］成分：メルカプト基を有するポリシロキサン＞
　本発明の［Ａ］メルカプト基を有するポリシロキサンは、３－メルカプトプロピルトリ
メトキシシラン、３－メルカプトエチルトリメトキシシラン、３－メルカプトプロピルト
リエトキシシラン、３－メルカプトプロピルメチルジメトキシシランなどのメルカプト基
を含む加水分解性シラン化合物を加水分解縮合することによって得ることができる。メル
カプト基を含む加水分解性シラン化合物の使用量を調節することによって、ポリシロキサ
ン中のＳｉ原子に対するメルカプト基の含有率を制御することができる。
【００２２】
　［Ａ］成分のポリシロキサン中のメルカプト基のＳｉ原子に対する含有率は、５モル％
を超え６０モル％以下であり、さらに１０モル％を超え４０モル％以下であることが特に
好ましい。当該ポジ型感放射線性組成物において、［Ａ］成分のポリシロキサン中のメル
カプト基の含有率をこのような範囲に調整することによって、下地基板や金属配線等への
密着性の向上を可能とする。メルカプト基のＳｉ原子に対する含有率が５モル％より小さ
い場合、密着性向上の効果が十分に発現せず、メルカプト基のＳｉ原子に対する含有率が
６０モル％を超える場合、電圧保持率や硬化膜の光線透過率が低下する。なお、ポリシロ
キサン中のメルカプト基のＳｉ原子に対する含有率は、ポリシロキサンの２９Ｓｉ－ＮＭ
Ｒ測定、１H－ＮＭＲ測定、１３C－ＮＭＲ測定等を行い、得られたスペクトルのピーク面
積比から求める方法、ならびにイソシアネート化合物を用いる滴定法を用いることができ
る。
【００２３】
　［Ａ］成分のポリシロキサンのさらに好ましい形態としては、メルカプト基を含む加水
分解性シラン化合物を必須成分とし、その以外の加水分解性シラン化合物を用いて加水分
解縮合することにより、メルカプト基を有するポリシロキサンを得ることができる。その
以外の加水分解性シラン化合物としては、下記式（１）で表される化合物を挙げることが
できる。
【００２４】
【化１】
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【００２５】
　上記式（１）の加水分解性シラン化合物において、Ｒ１は、各々独立に、水素原子、炭
素数１～１０のアルキル基、炭素数２～１０のアルケニル基、炭素数６～１５のアリール
基のいずれかを表す。また、これらのアルキル基、アルケニル基、アリール基はいずれも
、水素原子の一部又は全部が置換されていても、置換されていなくてもよい。アルキル基
の例としては、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、
ｔ－ブチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－デシル基、トリフルオロメチル基、３，３，３－ト
リフルオロプロピル基、３－グリシドキシプロピル基、２－（３，４－エポキシシクロヘ
キシル）エチル基、３－アミノプロピル基、３－イソシアネートプロピル基が挙げられる
。アルケニル基の例としては、ビニル基、３－アクリロキシプロピル基、３－メタクリロ
キシプロピル基が挙げられる。アリール基の例としては、フェニル基、トリル基、ｐ－ヒ
ドロキシフェニル基、１－（ｐ－ヒドロキシフェニル）エチル基、２－（ｐ－ヒドロキシ
フェニル）エチル基、４－ヒドロキシ－５－（ｐ－ヒドロキシフェニルカルボニルオキシ
）ペンチル基、ナフチル基が挙げられる。なお、本明細書において、上記アリール基はア
ラルキル基を含む概念である。
【００２６】
　上記式（１）のＲ２は、各々独立に、水素原子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数１
～６のアシル基、炭素数６～１５のアリール基のいずれかを表す。また、これらのアルキ
ル基、アシル基、又はアリール基はいずれも、水素原子の一部又は全部が置換されていて
も、置換されていなくてもよい。アルキル基の例としては、メチル基、エチル基、ｎ－プ
ロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基が挙げられる。アシル基の例としては、アセチ
ル基が挙げられる。アリール基の例としては、フェニル基が挙げられる。
【００２７】
　上記式（１）のｎは０から３の整数を表す。ｎ＝０の場合は４官能性シラン、ｎ＝１の
場合は３官能性シラン、ｎ＝２の場合は２官能性シラン、ｎ＝３の場合は１官能性シラン
である。
【００２８】
　上記式（１）で表される加水分解性シラン化合物の例としては、テトラメトキシシラン
、テトラエトキシシラン、テトラアセトキシシラン、テトラフェノキシシランなどの４官
能性シラン；メチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、メチルトリｉ－プ
ロポキシシラン、メチルトリｎ－ブトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、エチルト
リエトキシシラン、エチルトリｉ－プロポキシシラン、エチルトリｎ－ブトキシシラン、
ｎ－プロピルトリメトキシシラン、ｎ－プロピルトリエトキシシラン、ｎ－ブチルトリメ
トキシシラン、ｎ－ブチルトリエトキシシラン、ｎ－ヘキシルトリメトキシシラン、ｎ－
ヘキシルトリエトキシシラン、デシルトリメトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、
ビニルトリエトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－メタ
クリロキシプロピルトリエトキシシラン、３－アクリロキシプロピルトリメトキシシラン
、フェニルトリメトキシシラン、フェニルトリエトキシシラン、ｐ－ヒドロキシフェニル
トリメトキシシラン、１－（ｐ－ヒドロキシフェニル）エチルトリメトキシシラン、２－
（ｐ－ヒドロキシフェニル）エチルトリメトキシシラン、４－ヒドロキシ－５－（ｐ－ヒ
ドロキシフェニルカルボニルオキシ）ペンチルトリメトキシシラン、トリフルオロメチル
トリメトキシシラン、トリフルオロメチルトリエトキシシラン、３，３，３－トリフルオ
ロプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプ
ロピルトリエトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシ
ドキシプロピルトリエトキシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルト
リメトキシシランなどの３官能性シラン；ジメチルジメトキシシラン、ジメチルジエトキ
シシラン、ジメチルジアセトキシシラン、ジｎ－ブチルジメトキシシラン、ジフェニルジ
メトキシシランなどの２官能性シラン；トリメチルメトキシシラン、トリｎ－ブチルエト
キシシランなどの１官能性シランが挙げられる。
【００２９】
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　さらに、［Ａ］ポリシロキサン中のＳｉ原子に対するアリール基の含有率が、６０モル
％を超え９５モル％以下であることが好ましい。上記式（１）のＲ１が炭素数６～１５の
アリール基であることが好ましく、具体的には、フェニルトリメトキシシラン、ナフチル
トリメトキシシラン、フェニルトリエトキシシラン、ｐ－ヒドロキシフェニルトリメトキ
シシラン、１－（ｐ－ヒドロキシフェニル）エチルトリメトキシシラン、２－（ｐ－ヒド
ロキシフェニル）エチルトリメトキシシラン、４－ヒドロキシ－５－（ｐ－ヒドロキシフ
ェニルカルボニルオキシ）ペンチルトリメトキシシランが好ましい。
［Ａ］ポリシロキサン中のＳｉ原子に対するアリール基の含有率が、６０モル％を超え９
５モル％以下の所定範囲とすることによって高い表面硬度、高い透明性が維持された硬化
膜を得ることができる。
　　本願発明における加水分解性シラン化合物の加水分解縮合に用いられる水は、逆浸透
膜処理、イオン交換処理、蒸留等の方法により精製された水を使用することが好ましい。
このような精製水を用いることによって、副反応を抑制し、加水分解の反応性を向上させ
ることができる。水の使用量は、上記式（１）で表される加水分解性シラン化合物の加水
分解性基の合計量１モルに対して、好ましくは０．１～３モル、より好ましくは０．３～
２モル、さらに好ましくは０．５～１．５モルの量である。このような量の水を用いるこ
とによって、加水分解・縮合の反応速度を最適化することができる。
【００３０】
　本願発明における加水分解性シラン化合物の加水分解縮合に使用することができる溶剤
としては、特に限定されるものではないが、通常、後述するポジ型感放射線性組成物の調
製に用いられる溶剤と同様のものを使用することができる。このような溶剤の好ましい例
としては、エチレングリコールモノアルキルエーテルアセテート、ジエチレングリコール
ジアルキルエーテル、プロピレングリコールモノアルキルエーテル、プロピレングリコー
ルモノアルキルエーテルアセテート、プロピオン酸エステル類が挙げられる。これらの溶
剤の中でも、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールエチルメチ
ルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチ
ルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート又は３－メトキシプロ
ピオン酸メチル、４－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペンタノン（ジアセトンアルコール
）が、特に好ましい。
【００３１】
　本願発明における加水分解性シラン化合物の加水分解・縮合反応は、好ましくは酸触媒
（例えば、塩酸、硫酸、硝酸、蟻酸、シュウ酸、酢酸、トリフルオロ酢酸、トリフルオロ
メタンスルホン酸、リン酸、酸性イオン交換樹脂、各種ルイス酸）、塩基触媒（例えば、
アンモニア、１級アミン類、２級アミン類、３級アミン類、ピリジンなどの含窒素化合物
；塩基性イオン交換樹脂；水酸化ナトリウムなどの水酸化物；炭酸カリウムなどの炭酸塩
；酢酸ナトリウムなどのカルボン酸塩；各種ルイス塩基）、又は、アルコキシド（例えば
、ジルコニウムアルコキシド、チタニウムアルコキシド、アルミニウムアルコキシド）等
の触媒の存在下で行われる。例えば、アルミニウムアルコキシドとしては、トリ－ｉ－プ
ロポキシアルミニウムを用いることができる。
【００３２】
　本願発明における加水分解性シラン化合物の加水分解縮合における反応温度及び反応時
間は、適宜に設定される。例えば、下記の条件が採用できる。反応温度は、好ましくは４
０～２００℃、より好ましくは５０～１５０℃である。反応時間は、好ましくは３０分～
２４時間、より好ましくは１～１２時間である。
【００３３】
　本願発明における加水分解性シラン化合物の加水分解縮合物の分子量は、移動相にテト
ラヒドロフランを使用したＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）を用い、
ポリスチレン換算の数平均分子量として測定することができる。そして、加水分解縮合物
の数平均分子量は、通常５００～１００００の範囲内の値とするのが好ましく、１０００
～５０００の範囲内の値とするのがさらに好ましい。加水分解縮合物の数平均分子量の値
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とができる。一方、加水分解縮合物の数平均分子量の値を１００００以下とすることによ
って、ポジ型感放射線性組成物の感放射線性の低下を防止することができる。
【００３４】
＜［Ｂ］成分：キノンジアジド化合物＞
　［Ｂ］成分は、放射線の照射によりカルボン酸を発生するキノンジアジド化合物である
。このようなキノンジアジド化合物を含有するポジ型感放射線性組成物は、放射照射工程
における露光部分が現像工程で除去されるポジ型の感放射線特性を有する。なお、本明細
書にいう「感放射線性樹脂組成物」の「放射線」とは、可視光線、紫外線、遠紫外線、Ｘ
線、荷電粒子線等を含む概念である。
【００３５】
　［Ｂ］成分のキノンジアジド化合物として、好ましくは、フェノール性水酸基を有する
化合物及びナフトキノンジアジドスルホン酸ハライドをエステル化反応させることによっ
て得られる化合物を用いることができる。フェノール性水酸基を有する化合物の例として
は、フェノール性水酸基のオルト位及びパラ位が、それぞれ独立して水素原子若しくは下
記式（２）で表される置換基のいずれかである化合物が挙げられる。
【００３６】
【化２】

（式中、Ｒ３、Ｒ４及びＲ５は、各々独立して炭素数１～１０のアルキル基、カルボキシ
ル基、フェニル基、置換フェニル基のいずれかを表す。また、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５のうち２
以上が環を形成してもよい。）
【００３７】
　上記式（２）で表される置換基において、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５が、炭素数１～１０のアル
キル基である場合、当該アルキル基は、水素原子の一部又は全部が置換されていても、置
換されていなくてもよい。このようなアルキル基の例としては、メチル基、エチル基、ｎ
－プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｉ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ヘキ
シル基、シクロヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基、トリフルオロメチル基、
２－カルボキシエチル基が挙げられる。また、置換フェニル基の置換基としては、水酸基
が挙げられる。また、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５によって形成される環状基の例としては、シクロ
ペンタン環、シクロヘキサン環、アダマンタン環、フルオレン環が挙げられる。
【００３８】
　フェノール性水酸基を有する化合物の例としては、下記式（３）及び（４）で表される
化合物群が挙げられる。
【００３９】
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【化４】

【００４１】
　ナフトキノンジアジドスルホン酸ハライドとしては、４－ナフトキノンジアジドスルホ
ン酸ハライドあるいは５－ナフトキノンジアジドスルホン酸ハライドを用いることができ
る。４－ナフトキノンジアジドスルホン酸ハライドから得られたエステル化合物（キノン
ジアジド化合物）は、ｉ線（波長３６５ｎｍ）領域に吸収を持つため、ｉ線露光に適して
いる。また、５－ナフトキノンジアジドスルホン酸ハライドから得られたエステル化合物
（キノンジアジド化合物）は、広範囲の波長領域に吸収が存在するため、広範囲の波長で
の露光に適している。露光する波長によって４－ナフトキノンジアジドスルホン酸ハライ
ドから得られたエステル化合物、あるいは５－ナフトキノンジアジドスルホン酸ハライド
から得られたエステル化合物を選択することが好ましい。特に好ましいキノンジアジド化
合物の例としては、４，４’－［１－［４－［１－（４－ヒドロキシフェニル）－１－メ
チルエチル］フェニル］エチリデン］ビスフェノール（１．０モル）と１，２－ナフトキ
ノンジアジド－５－スルホン酸クロリド（３．０モル）との縮合物、１，１，１－トリ（
ｐ－ヒドロキシフェニル）エタン（１．０モル）と１，２－ナフトキノンジアジド－５－
スルホン酸クロリド（３．０モル）との縮合物を挙げることができる。
【００４２】
　キノンジアジド化合物の分子量は、好ましくは３００～１５００、さらに好ましくは３
５０～１２００とすることができる。キノンジアジド化合物の分子量を３００以上とする
ことによって、形成される層間絶縁膜の透明性を高く維持することができる。一方、キノ
ンジアジド化合物の分子量を１５００以下とすることによって、ポジ型感放射線性組成物
のパターン形成能の低下を抑制することができる。
【００４３】
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　これらの［Ｂ］成分のキノンジアジド化合物は、単独で又は２種類以上を組み合わせて
用いることができる。ポジ型感放射線性組成物における［Ｂ］成分の使用量は、［Ａ］成
分１００質量部に対して、好ましくは２～１００質量部であり、より好ましくは３～５０
質量部である。［Ｂ］成分の使用量を２～１００質量部とすることによって、現像液とな
るアルカリ水溶液に対する放射線の照射部分と未照射部分との溶解度の差が大きく、パタ
ーニング性能が良好となる。
【００４４】
＜［Ｃ］成分：感熱性酸発生剤又は感熱性塩基発生剤＞
　［Ｃ］成分の感熱性酸発生剤又は感熱性塩基発生剤は、加熱によって、［Ａ］成分のポ
リシロキサン（好ましくは上記式（１）で表される加水分解性シラン化合物の加水分解縮
合物）を縮合・硬化反応させる際の触媒として作用する酸性活性物質又は塩基性活性物質
を放出することができる化合物と定義される。このような［Ｃ］成分の化合物を用いるこ
とによって、ポジ型感放射線性組成物の現像後の加熱工程における［Ａ］成分の縮合反応
が促進され得、表面硬度及び耐熱性に優れた層間絶縁膜を形成することができる。なお、
［Ｃ］成分の感熱性酸発生剤又は感熱性塩基発生剤としては、ポジ型感放射線性組成物の
塗膜形成工程における比較的低温（例えば７０～１２０℃）のプレベーク時には酸性活性
物質又は塩基性活性物質を放出せず、現像後の加熱工程における比較的高温（例えば１２
０～２５０℃）のポストベーク時に酸性活性物質又は塩基性活性物質を放出する性質を有
するものが好ましい。
【００４５】
　［Ｃ］成分の感熱性酸発生剤には、イオン性化合物及び非イオン性化合物が含まれる。
イオン性化合物としては、重金属、ハロゲンイオンを含まないものが好ましい。イオン性
の感熱性酸発生剤の例としては、トリフェニルスルホニウム、１－ジメチルチオナフタレ
ン、１－ジメチルチオ－４－ヒドロキシナフタレン、１－ジメチルチオ－４，７－ジヒド
ロキシナフタレン、４－ヒドロキシフェニルジメチルスルホニウム、ベンジル－４－ヒド
ロキシフェニルメチルスルホニウム、２－メチルベンジル－４－ヒドロキシフェニルメチ
ルスルホニウム、２－メチルベンジル－４－アセチルフェニルメチルスルホニウム、２－
メチルベンジル－４－ベンゾイルオキシフェニルメチルスルホニウム等のメタンスルホン
酸塩、トリフルオロメタンスルホン酸塩、カンファースルホン酸塩、ｐ－トルエンスルホ
ン酸塩、ヘキサフルオロホスホン酸塩などが挙げられる。また、ベンジルスルホニウム塩
の市販品の例としては、ＳＩ－６０、ＳＩ－８０、ＳＩ－１００、ＳＩ－１１０、ＳＩ－
１４５、ＳＩ－１５０、ＳＩ－８０Ｌ、ＳＩ－１００Ｌ、ＳＩ－１１０Ｌ、ＳＩ－１４５
Ｌ、ＳＩ－１５０Ｌ、ＳＩ－１６０Ｌ、ＳＩ－１８０Ｌ（三新化学工業（株）製）などが
挙げられる。
【００４６】
　非イオン性の感熱性酸発生剤の例としては、ハロゲン含有化合物、ジアゾメタン化合物
、スルホン化合物、スルホン酸エステル化合物、カルボン酸エステル化合物、リン酸エス
テル化合物、スルホンイミド化合物、スルホンベンゾトリアゾール化合物などが挙げられ
る。
【００４７】
　ハロゲン含有化合物の例としては、ハロアルキル基含有炭化水素化合物、ハロアルキル
基含有ヘテロ環状化合物などが挙げられる。好ましいハロゲン含有化合物の例としては、
１，１－ビス（４－クロロフェニル）－２，２，２－トリクロロエタン、２－フェニル－
４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－ナフチル－４，６－ビス（ト
リクロロメチル）－ｓ－トリアジンなどが挙げられる。
【００４８】
　ジアゾメタン化合物の例としては、ビス（トリフルオロメチルスルホニル）ジアゾメタ
ン、ビス（シクロヘキシルスルホニル）ジアゾメタン、ビス（フェニルスルホニル）ジア
ゾメタン、ビス（ｐ－トリルスルホニル）ジアゾメタン、ビス（２，４－キシリルスルホ
ニル）ジアゾメタン、ビス（ｐ－クロロフェニルスルホニル）ジアゾメタン、メチルスル
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ホニル－ｐ－トルエンスルホニルジアゾメタン、シクロヘキシルスルホニル（１，１－ジ
メチルエチルスルホニル）ジアゾメタン、ビス（１，１－ジメチルエチルスルホニル）ジ
アゾメタン、フェニルスルホニル（ベンゾイル）ジアゾメタンなどが挙げられる。
【００４９】
　スルホン化合物の例としては、β－ケトスルホン化合物、β－スルホニルスルホン化合
物、ジアリールジスルホン化合物などが挙げられる。好ましいスルホン化合物の例として
は、４－トリスフェナシルスルホン、メシチルフェナシルスルホン、ビス（フェニルスル
ホニル）メタン、４－クロロフェニル－４－メチルフェニルジスルホン化合物などが挙げ
られる。
【００５０】
　スルホン酸エステル化合物の例としては、アルキルスルホン酸エステル、ハロアルキル
スルホン酸エステル、アリールスルホン酸エステル、イミノスルホネートなどが挙げられ
る。好ましいスルホン酸エステル化合物の例として、ベンゾイントシレート、ピロガロー
ルトリメシレート、ニトロベンジル－９，１０－ジエトキシアントラセン－２－スルホネ
ート、２，６－ジニトロベンジルベンゼンスルホネートなどが挙げられる。イミノスルホ
ネートの市販品の例としては、ＰＡＩ－１０１（みどり化学（株）製）、ＰＡＩ－１０６
（みどり化学（株）製）、ＣＧＩ－１３１１（チバスペシャリティケミカルズ（株）製）
が挙げられる。
【００５１】
　カルボン酸エステル化合物の例としては、カルボン酸ｏ－ニトロベンジルエステルが挙
げられる。
【００５２】
　スルホンイミド化合物の例としては、Ｎ－（トリフルオロメチルスルホニルオキシ）ス
クシンイミド（商品名「ＳＩ－１０５」（みどり化学（株）製））、Ｎ－（カンファスル
ホニルオキシ）スクシンイミド（商品名「ＳＩ－１０６」（みどり化学（株）製））、Ｎ
－（４－メチルフェニルスルホニルオキシ）スクシンイミド（商品名「ＳＩ－１０１」（
みどり化学（株）製））、Ｎ－（２－トリフルオロメチルフェニルスルホニルオキシ）ス
クシンイミド、Ｎ－（４－フルオロフェニルスルホニルオキシ）スクシンイミド、Ｎ－（
トリフルオロメチルスルホニルオキシ）フタルイミド、Ｎ－（カンファスルホニルオキシ
）フタルイミド、Ｎ－（２－トリフルオロメチルフェニルスルホニルオキシ）フタルイミ
ド、Ｎ－（２－フルオロフェニルスルホニルオキシ）フタルイミド、Ｎ－（トリフルオロ
メチルスルホニルオキシ）ジフェニルマレイミド（商品名「ＰＩ－１０５」（みどり化学
（株）製））、Ｎ－（カンファスルホニルオキシ）ジフェニルマレイミド、４－メチルフ
ェニルスルホニルオキシ）ジフェニルマレイミド、Ｎ－（２－トリフルオロメチルフェニ
ルスルホニルオキシ）ジフェニルマレイミド、Ｎ－（４－フルオロフェニルスルホニルオ
キシ）ジフェニルマレイミド、Ｎ－（４－フルオロフェニルスルホニルオキシ）ジフェニ
ルマレイミド、Ｎ－（フェニルスルホニルオキシ）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－
エン－２，３－ジカルボキシルイミド（商品名「ＮＤＩ－１００」（みどり化学（株）製
））、Ｎ－（４－メチルフェニルスルホニルオキシ）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５
－エン－２，３－ジカルボキシルイミド（商品名「ＮＤＩ－１０１」（みどり化学（株）
製））、Ｎ－（トリフルオロメタンスルホニルオキシ）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－
５－エン－２，３－ジカルボキシルイミド（商品名「ＮＤＩ－１０５」（みどり化学（株
）製））、Ｎ－（ノナフルオロブタンスルホニルオキシ）ビシクロ［２．２．１］ヘプト
－５－エン－２，３－ジカルボキシルイミド（商品名「ＮＤＩ－１０９」（みどり化学（
株）製））、Ｎ－（カンファスルホニルオキシ）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エ
ン－２，３－ジカルボキシルイミド（商品名「ＮＤＩ－１０６」（みどり化学（株）製）
）、Ｎ－（カンファスルホニルオキシ）－７－オキサビシクロ［２．２．１］ヘプト－５
－エン－２，３－ジカルボキシルイミド、Ｎ－（トリフルオロメチルスルホニルオキシ）
－７－オキサビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシルイミド
、Ｎ－（４－メチルフェニルスルホニルオキシ）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エ
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ン－２，３－ジカルボキシルイミド、Ｎ－（４－メチルフェニルスルホニルオキシ）－７
－オキサビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシルイミド、Ｎ
－（２－トリフルオロメチルフェニルスルホニルオキシ）ビシクロ［２．２．１］ヘプト
－５－エン－２，３－ジカルボキシルイミド、Ｎ－（２－トリフルオロメチルフェニルス
ルホニルオキシ）－７－オキサビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカ
ルボキシルイミド、Ｎ－（４－フルオロフェニルスルホニルオキシ）ビシクロ［２．２．
１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボキシルイミド、Ｎ－（４－フルオロフェニルス
ルホニルオキシ）－７－オキサビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカ
ルボキシルイミド、Ｎ－（トリフルオロメチルスルホニルオキシ）ビシクロ［２．２．１
］ヘプタン－５，６－オキシ－２，３－ジカルボキシルイミド、Ｎ－（カンファスルホニ
ルオキシ）ビシクロ［２．２．１］ヘプタン－５，６－オキシ－２，３－ジカルボキシル
イミド、Ｎ－（４－メチルフェニルスルホニルオキシ）ビシクロ［２．２．１］ヘプタン
－５，６－オキシ－２，３－ジカルボキシルイミド、Ｎ－（２－トリフルオロメチルフェ
ニルスルホニルオキシ）ビシクロ［２．２．１］ヘプタン－５，６－オキシ－２，３－ジ
カルボキシルイミド、Ｎ－（４－フルオロフェニルスルホニルオキシ）ビシクロ［２．２
．１］ヘプタン－５，６－オキシ－２，３－ジカルボキシルイミド、Ｎ－（トリフルオロ
メチルスルホニルオキシ）ナフチルジカルボキシルイミド（商品名「ＮＡＩ－１０５」（
みどり化学（株）製））、Ｎ－（カンファスルホニルオキシ）ナフチルジカルボキシルイ
ミド（商品名「ＮＡＩ－１０６」（みどり化学（株）製））、Ｎ－（４－メチルフェニル
スルホニルオキシ）ナフチルジカルボキシルイミド（商品名「ＮＡＩ－１０１」（みどり
化学（株）製））、Ｎ－（フェニルスルホニルオキシ）ナフチルジカルボキシルイミド（
商品名「ＮＡＩ－１００」（みどり化学（株）製））、Ｎ－（２－トリフルオロメチルフ
ェニルスルホニルオキシ）ナフチルジカルボキシルイミド、Ｎ－（４－フルオロフェニル
スルホニルオキシ）ナフチルジカルボキシルイミド、Ｎ－（ペンタフルオロエチルスルホ
ニルオキシ）ナフチルジカルボキシルイミド、Ｎ－（ヘプタフルオロプロピルスルホニル
オキシ）ナフチルジカルボキシルイミド、Ｎ－（ノナフルオロブチルスルホニルオキシ）
ナフチルジカルボキシルイミド（商品名「ＮＡＩ－１０９」（みどり化学（株）製））、
Ｎ－（エチルスルホニルオキシ）ナフチルジカルボキシルイミド、Ｎ－（プロピルスルホ
ニルオキシ）ナフチルジカルボキシルイミド、Ｎ－（ブチルスルホニルオキシ）ナフチル
ジカルボキシルイミド（商品名「ＮＡＩ－１００４」（みどり化学（株）製））、Ｎ－（
ペンチルスルホニルオキシ）ナフチルジカルボキシルイミド、Ｎ－（ヘキシルスルホニル
オキシ）ナフチルジカルボキシルイミド、Ｎ－（ヘプチルスルホニルオキシ）ナフチルジ
カルボキシルイミド、Ｎ－（オクチルスルホニルオキシ）ナフチルジカルボキシルイミド
、Ｎ－（ノニルスルホニルオキシ）ナフチルジカルボキシルイミドなどが挙げられる。
【００５３】
　感熱性酸発生剤のその他の例としては、１－（４－ｎ－ブトキシナフタレン－１－イル
）テトラヒドロチオフェニウムトリフルオロメタンスルホネート、１－（４，７－ジブト
キシ－１－ナフタレニル）テトラヒドロチオフェニウムトリフルオロメタンスルホナート
等のテトラヒドロチオフェニウム塩、ジフェニル（４－（フェニルチオ）フェニル）スル
ホニウムトリフルオロトリスペンタフルオロエチルホスファート、ビス（シクロヘキシル
スルホニル）ジアゾメタン等が挙げられる。
【００５４】
　［Ｃ］成分の感熱性塩基発生剤の例としては、コバルトなど遷移金属錯体、オルトニト
ロベンジルカルバメート類、α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジルカルバメー
ト類、アシルオキシイミノ類などを挙げることができる。
【００５５】
　遷移金属錯体の例としては、ブロモペンタアンモニアコバルト過塩素酸塩、ブロモペン
タメチルアミンコバルト過塩素酸塩、ブロモペンタプロピルアミンコバルト過塩素酸塩、
ヘキサアンモニアコバルト過塩素酸塩、ヘキサメチルアミンコバルト過塩素酸塩、ヘキサ
プロピルアミンコバルト過塩素酸塩などが挙げられる。
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【００５６】
　オルトニトロベンジルカルバメート類の例としては、［［（２－ニトロベンジル）オキ
シ］カルボニル］メチルアミン、［［（２－ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］プロ
ピルアミン、［［（２－ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］ヘキシルアミン、［［（
２－ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］シクロヘキシルアミン、［［（２－ニトロベ
ンジル）オキシ］カルボニル］アニリン、［［（２－ニトロベンジル）オキシ］カルボニ
ル］ピペリジン、ビス［［（２－ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］ヘキサメチレン
ジアミン、ビス［［（２－ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］フェニレンジアミン、
ビス［［（２－ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］トルエンジアミン、ビス［［（２
－ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］ジアミノジフェニルメタン、ビス［［（２－ニ
トロベンジル）オキシ］カルボニル］ピペラジン、［［（２，６－ジニトロベンジル）オ
キシ］カルボニル］メチルアミン、［［（２，６－ジニトロベンジル）オキシ］カルボニ
ル］プロピルアミン、［［（２，６－ジニトロベンジル）オキシ］カルボニル］ヘキシル
アミン、［［（２，６－ジニトロベンジル）オキシ］カルボニル］シクロヘキシルアミン
、［［（２，６－ジニトロベンジル）オキシ］カルボニル］アニリン、［［（２，６－ジ
ニトロベンジル）オキシ］カルボニル］ピペリジン、ビス［［（２，６－ジニトロベンジ
ル）オキシ］カルボニル］ヘキサメチレンジアミン、ビス［［（２，６－ジニトロベンジ
ル）オキシ］カルボニル］フェニレンジアミン、ビス［［（２，６－ジニトロベンジル）
オキシ］カルボニル］トルエンジアミン、ビス［［（２，６－ジニトロベンジル）オキシ
］カルボニル］ジアミノジフェニルメタン、ビス［［（２，６－ジニトロベンジル）オキ
シ］カルボニル］ピペラジンなどが挙げられる。
【００５７】
　α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジルカルバメート類の例としては、［［（
α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジル）オキシ］カルボニル］メチルアミン、
［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジル）オキシ］カルボニル］プロピル
アミン、［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジル）オキシ］カルボニル］
ヘキシルアミン、［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジル）オキシ］カル
ボニル］シクロヘキシルアミン、［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジル
）オキシ］カルボニル］アニリン、［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジ
ル）オキシ］カルボニル］ピペリジン、ビス［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキ
シベンジル）オキシ］カルボニル］ヘキサメチレンジアミン、ビス［［（α，α－ジメチ
ル－３，５－ジメトキシベンジル）オキシ］カルボニル］フェニレンジアミン、ビス［［
（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジル）オキシ］カルボニル］トルエンジア
ミン、ビス［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジル）オキシ］カルボニル
］ジアミノジフェニルメタン、ビス［［（α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジ
ル）オキシ］カルボニル］ピペラジンなどが挙げられる。
【００５８】
　アシルオキシイミノ類の例としては、プロピオニルアセトフェノンオキシム、プロピオ
ニルベンゾフェノンオキシム、プロピオニルアセトンオキシム、ブチリルアセトフェノン
オキシム、ブチリルベンゾフェノンオキシム、ブチリルアセトンオキシム、アジポイルア
セトフェノンオキシム、アジポイルベンゾフェノンオキシム、アジポイルアセトンオキシ
ム、アクロイルアセトフェノンオキシム、アクロイルベンゾフェノンオキシム、アクロイ
ルアセトンオキシムなどが挙げられる。
【００５９】
　感熱性塩基発生剤のその他の例としては、２－ニトロベンジルシクロヘキシルカルバメ
ート、Ｏ－カルバモイルヒドロキシアミドが挙げられる。
【００６０】
　ここまで挙げた感熱性酸発生剤及び感熱性塩基発生剤の中でも、［Ａ］成分の縮合・硬
化反応の触媒作用の観点から、ベンジル－４－ヒドロキシフェニルメチルスルホニウムヘ
キサフルオロホスフェート、２－ニトロベンジルシクロヘキシルカルバメート、１－（４
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，７－ジブトキシ－１－ナフタレニル）テトラヒドロチオフェニウムトリフルオロメタン
スルホナート、Ｎ－（トリフルオロメチルスルホニルオキシ）ナフチルジカルボキシルイ
ミド、ジフェニル（４－（フェニルチオ）フェニル）スルホニウムトリフルオロトリスペ
ンタフルオロエチルホスファート、ビス（シクロヘキシルスルホニル）ジアゾメタンが、
特に好ましい。
【００６１】
　［Ｃ］成分の感熱性酸発生剤又は感熱性塩基発生剤は、酸あるいは塩基のいずれかが使
用され、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を混合して使用してもよい。［Ｃ］成
分を使用する場合の量は、［Ａ］成分１００質量部に対して、好ましくは０．１質量部～
１０質量部、更に好ましくは１質量部～５質量部である。［Ｃ］成分の使用量を０．１質
量部～１０質量部とすることによって、ポジ型感放射線性組成物の放射線感度を最適化し
、透明性を維持しつつ表面硬度が高い層間絶縁膜を形成することができる。
【００６２】
＜［Ｄ］成分：熱架橋性化合物＞
　［Ｄ］成分の熱架橋性化合物は、層間絶縁膜を形成する際の加熱工程（ポストベーク工
程）における熱硬化時に［Ａ］成分のポリシロキサン等の架橋成分として作用する。この
ような［Ｄ］成分の化合物を用いることによって、ポジ型感放射線性組成物の現像後の加
熱工程における［Ａ］成分の縮合（架橋）をより促進し、表面硬度及び耐熱性が一層優れ
た層間絶縁膜を形成することができる。
【００６３】
　熱架橋性化合物は、熱硬化時にポリシロキサン等を架橋する化合物であれば特に限定さ
れないが、２個以上の反応性基、例えばエポキシ基（オキシラニル基、オキセタニル基）
、ビニル基、アクリル基、メタクリル基、メチロール基、アルコキシメチル基、シラノー
ル基を有する化合物を用いることができる。これらの化合物の中でも、下記式（５）で表
される基を２個以上有する化合物、下記式（６）で表される化合物、下記式（７）で表さ
れる化合物、及びオキセタン基を２個以上有する化合物よりなる群から選択される化合物
が好ましく用いられる。なお、下記式（６）で表される化合物は、［Ａ］成分のポリシロ
キサンを構成する上記式（１）のシラン化合物と共通の構造を有するため、そのようなポ
リシロキサンとの相溶性が良好であり、高い透明性を有する硬化膜を得ることができる。
【００６４】
【化５】

（式中、Ｒ６は、各々独立に水素原子又は炭素数１～１０のアルキル基を表す。）
【００６５】

【化６】

（式中、Ｒ７は、各々独立に、水素原子、炭素数１～１０のアルキル基、炭素数２～１０
のアルケニル基、炭素数６～１５のアリール基のいずれかを表す。Ｒ８は、各々独立に、
水素原子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数１～６のアシル基、炭素数６～１５のアリ
ール基のいずれかを表す。ｍは０から２の整数を表す。）
【００６６】
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【化７】

（式中、Ｒ９、Ｒ１０及びＲ１１は、それぞれ独立に炭素数が１～４のアルキル基であり
、ｂ、ｃ及びｄはそれぞれ独立に１～６の整数である。）
【００６７】
　上記式（５）で表される基におけるＲ６のアルキル基の例としては、メチル基、エチル
基、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ヘキシル基、
ｎ－デシル基などが挙げられる。
【００６８】
　上記式（５）で表される基を２個以上有する化合物の例としては、以下のようなメラミ
ン誘導体、尿素誘導体、フェノール性化合物などの式（８）で表される化合物群が挙げら
れる。
【００６９】
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【化８】

【００７０】
　上記式（５）で表される基を２個以上有する化合物は、熱架橋性化合物として硬化膜の
表面硬度や耐熱性を向上させるだけではなく、ポジ型感放射線性組成物における［Ａ］成
分の溶解度が向上し、結果として放射線感度の向上や現像時のスカム低減をもたらすこと
ができる。これらの化合物の中でも、１，３，４，６－テトラキス（メトキシメチル）グ
リコールウリル（市販品の例としては三和ケミカル（株）製の「ニカラックＭＸ－２７０
」）は、溶解促進の効果が大きく、特に好ましく用いられる。
【００７１】
　上記式（６）で表される化合物において、Ｒ７は、各々独立に水素原子、炭素数１～１
０のアルキル基、炭素数２～１０のアルケニル基、炭素数６～１５のアリール基のいずれ
かを表す。これらのアルキル基、アルケニル基、アリール基はいずれも、水素原子の一部
又は全部が置換されていてもよいし、置換されていなくてもよい。アルキル基の例として
は、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｔ－ブチル
基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－デシル基、トリフルオロメチル基、３，３，３－トリフルオロ
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プロピル基、３－グリシドキシプロピル基、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エ
チル基、３－アミノプロピル基、３－メルカプトプロピル基、３－イソシアネートプロピ
ル基などが挙げられる。アルケニル基の例としては、ビニル基、３－アクリロキシプロピ
ル基、３－メタクリロキシプロピル基などが挙げられる。アリール基の例としては、フェ
ニル基、トリル基、ｐ－ヒドロキシフェニル基、１－（ｐ－ヒドロキシフェニル）エチル
基、２－（ｐ－ヒドロキシフェニル）エチル基、４－ヒドロキシ－５－（ｐ－ヒドロキシ
フェニルカルボニルオキシ）ペンチル基、ナフチル基などが挙げられる。
【００７２】
　上記式（６）のＲ８は、各々独立に水素原子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数２～
６のアシル基、炭素数６～１５のアリール基のいずれかを表す。これらのアルキル基、ア
シル基、アリール基はいずれも、水素原子の一部又は全部が置換されていてもよいし、置
換されていなくてもよい。アルキル基の例としては、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル
基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基などが挙げられる。アシル基の例としては、アセチル
基などが挙げられる。アリール基の例としては、フェニル基などが挙げられる。
【００７３】
　上記式（６）で表される化合物の例としては、テトラメトキシシラン、テトラエトキシ
シラン、テトラアセトキシシラン、テトラフェノキシシラン、メチルトリメトキシシラン
、メチルトリエトキシシラン、メチルトリｉ－プロポキシシラン、メチルトリｎ－ブトキ
シシラン、エチルトリメトキシシラン、エチルトリエトキシシラン、エチルトリｉ－プロ
ポキシシラン、エチルトリｎ－ブトキシシラン、ｎ－プロピルトリメトキシシラン、ｎ－
プロピルトリエトキシシラン、ｎ－ブチルトリメトキシシラン、ｎ－ブチルトリエトキシ
シラン、ｎ－ヘキシルトリメトキシシラン、ｎ－ヘキシルトリエトキシシラン、デシルト
リメトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、３－アクリ
ロキシプロピルトリメトキシシラン、３－アクリロキシプロピルトリエトキシシラン、３
－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルトリエトキ
シシラン、フェニルトリメトキシシラン、フェニルトリエトキシシラン、ｐ－ヒドロキシ
フェニルトリメトキシシラン、１－（ｐ－ヒドロキシフェニル）エチルトリメトキシシラ
ン、２－（ｐ－ヒドロキシフェニル）エチルトリメトキシシラン、４－ヒドロキシ－５－
（ｐ－ヒドロキシフェニルカルボニルオキシ）ペンチルトリメトキシシラン、トリフルオ
ロメチルトリメトキシシラン、トリフルオロメチルトリエトキシシラン、３，３，３－ト
リフルオロプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－
アミノプロピルトリエトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３
－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）
エチルトリメトキシシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシランなどのジメチル
ジメトキシシラン、ジメチルジエトキシシラン、ジメチルジアセトキシシラン、ジｎ－ブ
チルジメトキシシラン、ジフェニルジメトキシシラン、（３－グリシドキシプロピル）メ
チルジメトキシシラン、（３－グリシドキシプロピル）メチルジエトキシシラン等が挙げ
られる。
【００７４】
　上記式（７）で表される化合物において、Ｒ９、Ｒ１０及びＲ１１は、それぞれ独立に
炭素数が１～４のアルキル基である。アルキル基の例としては、メチル基、エチル基、プ
ロピル基、ブチル基などが挙げられる。また、式（３）中のｂ、ｃ及びｄは、［Ａ］成分
との反応性や相溶性の観点から、１～３の整数であることが好ましい。
【００７５】
　上記式（７）で表される化合物の例としては、トリス－（３－トリメトキシシリルメチ
ル）イソシアヌレート、トリス－（３－トリエトキシシリルメチル）イソシアヌレート、
トリス－（３－トリメトキシシリルエチル）イソシアヌレート、トリス－（３－トリエト
キシシリルエチル）イソシアヌレート、トリス－（３－トリメトキシシリルプロピル）イ
ソシアヌレート、トリス－（３－トリエトキシシリルプロピル）イソシアヌレート等が挙
げられる。
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【００７６】
　オキセタン基を２個以上有する化合物の例としては、市販品としてＯＸＴ－１２１、Ｏ
ＸＴ－２２１、ＯＸＴ－１９１、ＯＸ－ＳＱ－Ｈ、ＰＮＯＸ－１００９、ＲＳＯＸ（東亜
合成（株）製）、エタナコールＯＸＢＰ、エタナコールＯＸＴＰ（宇部興産（株）製）が
挙げられる。
【００７７】
　これらの［Ｄ］成分の熱架橋性化合物の中でも、形成される層間絶縁膜の表面硬度及び
耐熱性を高める観点から、Ｎ，Ｎ，Ｎ，Ｎ－テトラ（メトキシメチル）グリコールウリル
、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、トリス－（３－トリメトキシシリルプ
ロピル）イソシアヌレートが特に好ましい。
【００７８】
　［Ｄ］成分の熱架橋性化合物は、１種を単独で使用してもよいし、２種以上を混合して
使用してもよい。［Ｄ］成分を使用する場合の量は、［Ａ］成分１００質量部に対して、
好ましくは０．１質量部～２０質量部、更に好ましくは１質量部～１０質量部である。［
Ｄ］成分の使用量を０．１質量部～２０質量部とすることによって、ポジ型感放射線性組
成物の放射線感度をさらに高め、透明性の低下を防止しつつ表面硬度が高い層間絶縁膜を
形成することができる。
【００７９】
＜その他の任意成分＞
　本発明のポジ型感放射線性組成物は、上記の［Ａ］及び［Ｂ］成分、並びに好適な任意
成分としての［Ｃ］及び［Ｄ］成分に加え、所期の効果を損なわない範囲で、必要に応じ
て界面活性剤等の他の任意成分を含有することができる。
【００８０】
　［Ｅ］成分の界面活性剤は、ポジ型感放射線性組成物の塗布性の改善、塗布ムラの低減
、放射線照射部の現像性を改良するために添加することができる。好ましい界面活性剤の
例としては、ノニオン系界面活性剤、フッ素系界面活性剤及びシリコーン系界面活性剤が
挙げられる。
【００８１】
　ノニオン系界面活性剤としては、例えばポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリオ
キシエチレンステアリルエーテル、ポリオキシエチレンオレイルエーテル等のポリオキシ
エチレンアルキルエーテル類；ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキ
シエチレンノニルフェニルエーテル等のポリオキシエチレンアリールエーテル類；ポリエ
チレングリコールジラウレート、ポリエチレングリコールジステアレート等のポリエチレ
ングリコールジアルキルエステル類；（メタ）アクリル酸系共重合体類などが挙げられる
。（メタ）アクリル酸系共重合体類の例としては、市販されている商品名で、ポリフロー
Ｎｏ．５７、同Ｎｏ．９５（共栄社化学（株）製）等を挙げることができる。
【００８２】
　フッ素系界面活性剤としては、例えば１，１，２，２－テトラフルオロオクチル（１，
１，２，２－テトラフルオロプロピル）エーテル、１，１，２，２－テトラフルオロオク
チルヘキシルエーテル、オクタエチレングリコールジ（１，１，２，２－テトラフルオロ
ブチル）エーテル、ヘキサエチレングリコール（１，１，２，２，３，３－ヘキサフルオ
ロペンチル）エーテル、オクタプロピレングリコールジ（１，１，２，２－テトラフルオ
ロブチル）エーテル、ヘキサプロピレングリコールジ（１，１，２，２，３，３－ヘキサ
フルオロペンチル）エーテル等のフルオロエーテル類；パーフルオロドデシルスルホン酸
ナトリウム；１，１，２，２，８，８，９，９，１０，１０－デカフルオロドデカン、１
，１，２，２，３，３－ヘキサフルオロデカン等のフルオロアルカン類；フルオロアルキ
ルベンゼンスルホン酸ナトリウム類；フルオロアルキルオキシエチレンエーテル類；フル
オロアルキルアンモニウムヨージド類；フルオロアルキルポリオキシエチレンエーテル類
；パーフルオロアルキルポリオキシエタノール類；パーフルオロアルキルアルコキシレー
ト類；フッ素系アルキルエステル類等を挙げることができる。
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【００８３】
　これらのフッ素系界面活性剤の市販品としては、エフトップＥＦ３０１、３０３、３５
２（新秋田化成（株）製）、メガファックＦ１７１、１７２、１７３（大日本インキ（株
）製）、フロラードＦＣ４３０、４３１（住友スリーエム（株）製）、アサヒガードＡＧ
７１０、サーフロンＳ－３８２、ＳＣ－１０１、１０２、１０３、１０４、１０５、１０
６（旭硝子（株）製）、ＦＴＸ－２１８（（株）ネオス製）等を挙げることができる。
【００８４】
　シリコーン系界面活性剤の例としては、市販されている商品名で、ＳＨ２００－１００
ｃｓ、ＳＨ２８ＰＡ、ＳＨ３０ＰＡ、ＳＴ８９ＰＡ、ＳＨ１９０、ＳＨ８４００ＦＬＵＩ
Ｄ（東レダウコーニングシリコーン（株）製）、オルガノポリシロキサンＫＰ３４１（信
越化学工業（株）製）等が挙げられる。
【００８５】
　［Ｅ］界面活性剤を使用する場合の量は、［Ａ］成分１００質量部に対して、好ましく
は０．０１～１０質量部、より好ましくは０．０５～５質量部である。［Ｅ］界面活性剤
の使用量を０．０１～１０質量部とすることによって、ポジ型感放射線性組成物の塗布性
を最適化することができる。
【００８６】
＜ポジ型感放射線性組成物＞
　本発明のポジ型感放射線性組成物は、上記の［Ａ］成分のポリシロキサン及び［Ｂ］成
分のキノンジアジド化合物、並びに任意成分（［Ｃ］成分の感熱性酸発生剤又は感熱性塩
基発生剤、［Ｄ］成分の熱架橋性化合物等）を混合することによって調製される。通常、
ポジ型感放射線性組成物は、好ましくは適当な溶剤に溶解又は分散させた状態に調製され
、使用される。例えば溶剤中で、［Ａ］及び［Ｂ］成分、並びに任意成分を所定の割合で
混合することにより、溶液又は分散液状態のポジ型感放射線性組成物を調製することがで
きる。
【００８７】
　当該ポジ型感放射線性組成物の調製に用いることができる溶剤としては、各成分を均一
に溶解又は分散し、各成分と反応しないものが好適に用いられる。このような溶剤として
は、例えばエーテル類、ジエチレングリコールアルキルエーテル類、エチレングリコール
アルキルエーテルアセテート類、プロピレングリコールモノアルキルエーテル類、プロピ
レングリコールモノアルキルエーテルアセテート類、プロピレングリコールモノアルキル
エーテルプロピオネート類、芳香族炭化水素類、ケトン類、エステル類等を挙げることが
できる。
【００８８】
　これらの溶剤としては、
　エーテル類として、例えばテトラヒドロフラン等；
　ジエチレングリコールアルキルエーテル類として、例えばジエチレングリコールモノメ
チルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールジメチ
ルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリコールエチルメチ
ルエーテル等；
　エチレングリコールアルキルエーテルアセテート類として、例えばメチルセロソルブア
セテート、エチルセロソルブアセテート、エチレングリコールモノブチルエーテルアセテ
ート、エチレングリコールモノエチルエーテルアセテート等；
　プロピレングリコールモノアルキルエーテル類として、例えばプロピレングリコールモ
ノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモ
ノプロピルエーテル、プロピレングリコールモノブチルエーテル等；
　プロピレングリコールモノアルキルエーテルアセテート類として、例えばプロピレング
リコールモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノエチルエーテルアセ
テート、プロピレングリコールモノプロピルエーテルアセテート、プロピレングリコール
モノブチルエーテルアセテート等；
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プロピレングリコールモノアルキルエーテルプロピオネート類として、例えばプロピレン
グリコールモノメチルエーテルプロピオネート、プロピレングリコールモノエチルエーテ
ルプロピオネート、プロピレングリコールモノプロピルエーテルプロピオネート、プロピ
レングリコールモノブチルエーテルプロピオネート等；
【００８９】
　芳香族炭化水素類として、例えばトルエン、キシレン等；
　ケトン類として、例えばメチルエチルケトン、メチル－ｉ－ブチルケトン、シクロヘキ
サノン、２－ヘプタノン、４－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペンタノン（ジアセトンア
ルコール）等；
　エステル類として、例えば酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸プロピル、酢酸ｉ－プロピル
、酢酸ブチル、２－ヒドロキシプロピオン酸エチル、２－ヒドロキシ－２－メチルプロピ
オン酸メチル、２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオン酸エチル、ヒドロキシ酢酸メチル
、ヒドロキシ酢酸エチル、ヒドロキシ酢酸ブチル、乳酸メチル、乳酸エチル、乳酸プロピ
ル、乳酸ブチル、３－ヒドロキシプロピオン酸メチル、３－ヒドロキシプロピオン酸エチ
ル、３－ヒドロキシプロピオン酸プロチル、３－ヒドロキシプロピオン酸ブチル、２－ヒ
ドロキシ－３－メチルブタン酸メチル、メトキシ酢酸メチル、メトキシ酢酸エチル、メト
キシ酢酸プロピル、メトキシ酢酸ブチル、エトキシ酢酸メチル、エトキシ酢酸エチル、エ
トキシ酢酸プロピル、エトキシ酢酸ブチル、プロポキシ酢酸メチル、プロポキシ酢酸エチ
ル、プロポキシ酢酸プロピル、プロポキシ酢酸ブチル、ブトキシ酢酸メチル、ブトキシ酢
酸エチル、ブトキシ酢酸プロピル、ブトキシ酢酸ブチル、２－メトキシプロピオン酸メチ
ル、２－メトキシプロピオン酸エチル、２－メトキシプロピオン酸プロピル、２－メトキ
シプロピオン酸ブチル、２－エトキシプロピオン酸メチル、２－エトキシプロピオン酸エ
チル等をそれぞれ挙げることができる。
【００９０】
　これらの溶剤の中でも、溶解性あるいは分散性が優れていること、各成分と非反応性で
あること、及び塗膜形成の容易性の観点から、ジエチレングリコールアルキルエーテル類
、エチレングリコールアルキルエーテルアセテート類、プロピレングリコールモノアルキ
ルエーテル類、プロピレングリコールモノアルキルエーテルアセテート類、ケトン類及び
エステル類が好ましく、特に、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリ
コールエチルメチルエーテル、メチルセロソルブアセテート、エチルセロソルブアセテー
ト、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテ
ル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノエ
チルエーテルアセテート、シクロヘキサノン、酢酸プロピル、酢酸ｉ－プロピル、酢酸ブ
チル、２－ヒドロキシプロピオン酸エチル、２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオン酸メ
チル、２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオン酸エチル、乳酸メチル、乳酸エチル、乳酸
プロピル、乳酸ブチル、２－メトキシプロピオン酸メチル、２－メトキシプロピオン酸エ
チルが好ましい。これらの溶剤は、単独で又は混合して用いることができる。
【００９１】
　上記した溶剤に加え、さらに必要に応じて、ベンジルエチルエーテル、ジヘキシルエー
テル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエー
テル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、アセトニルアセトン、イソホロン、カ
プロン酸、カプリル酸、１－オクタノール、１－ノナノール、ベンジルアルコール、酢酸
ベンジル、安息香酸エチル、シュウ酸ジエチル、マレイン酸ジエチル、γ－ブチロラクト
ン、炭酸エチレン、炭酸プロピレン、フェニルセロソルブアセテート、カルビトールアセ
テート等の高沸点溶剤を併用することもできる。
【００９２】
　ポジ型感放射線性組成物を溶液又は分散液状態として調製する場合、液中に占める溶剤
以外の成分（すなわち［Ａ］及び［Ｂ］成分並びに任意成分の合計量）の割合は、使用目
的や所望の膜厚等に応じて任意に設定することができるが、好ましくは５～５０質量％、
より好ましくは１０～４０質量％、さらに好ましくは１５～３５質量％である。
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【００９３】
＜硬化膜の形成＞
　本発明のポジ型感放射線性組成物は硬化膜を形成するために好適に用いられる。上記の
ポジ型感放射線性組成物を用いて、基板上に層間絶縁膜等の硬化膜を形成する方法につい
て説明する。当該方法は、以下の工程を以下の記載順で含む。
　（１）本発明のポジ型感放射線性組成物の塗膜を基板上に形成する工程、
　（２）工程（１）で形成した塗膜の少なくとも一部に放射線を照射する工程、
　（３）工程（２）で放射線を照射された塗膜を現像する工程、及び
　（４）工程（３）で現像された塗膜を加熱する工程。
【００９４】
（１）ポジ型感放射線性組成物の塗膜を基板上に形成する工程
　上記（１）の工程において、基板上に本発明のポジ型感放射線性組成物を塗布した後、
好ましくは塗布面を加熱（プレベーク）することにより溶剤を除去して、塗膜を形成する
。使用できる基板材料の例としては、ガラス、石英、シリコン、樹脂などを挙げることが
できる。樹脂の具体例としては、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレ
ート、ポリエーテルスルホン、ポリカーボネート、ポリイミド、環状オレフィンの開環重
合体及びその水素添加物などを挙げることができる。
【００９５】
　本発明のポジ型感放射線性組成物の塗布方法としては、特に限定されず、例えばスプレ
ー法、ロールコート法、回転塗布法（スピンコート法）、スリットダイ塗布法、バー塗布
法などの適宜の方法を採用することができる。これらの塗布方法の中でも、特にスピンコ
ート法又はスリットダイ塗布法が好ましい。プレベークの条件は、各成分の種類、配合割
合などによっても異なるが、好ましくは７０～１２０℃で１～１０分間程度とすることが
できる。
【００９６】
（２）塗膜の少なくとも一部に放射線を照射する工程
　上記（２）の工程では、形成された塗膜の少なくとも一部に露光する。この場合、塗膜
の一部に露光する際には、通常、所定のパターンを有するフォトマスクを介して露光する
。露光に使用される放射線としては、例えば可視光線、紫外線、遠紫外線、電子線、Ｘ線
等を使用できる。これらの放射線の中でも、波長が１９０～４５０ｎｍの範囲にある放射
線が好ましく、特に３６５ｎｍの紫外線を含む放射線が好ましい。
【００９７】
　当該工程における露光量は、放射線の波長３６５ｎｍにおける強度を、照度計（ＯＡＩ
　ｍｏｄｅｌ３５６、ＯＡＩ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ　Ｉｎｃ．製）に
より測定した値として、好ましくは１００～１０，０００Ｊ／ｍ２、より好ましくは３０
０～６，０００Ｊ／ｍ２である。
【００９８】
（３）現像工程
　上記（３）の工程では、露光後の塗膜を現像することにより、不要な部分（放射線の照
射部分）を除去して、所定のパターンを形成する。現像工程に使用される現像液としては
、アルカリ（塩基性化合物）の水溶液が好ましい。アルカリの例としては、水酸化ナトリ
ウム、水酸化カリウム、炭酸ナトリウム、ケイ酸ナトリウム、メタケイ酸ナトリウム、ア
ンモニア等の無機アルカリ；テトラメチルアンモニウムヒドロキシド（ＴＭＡＨ）、テト
ラエチルアンモニウムヒドロキシド等の４級アンモニウム塩等を挙げることができる。
【００９９】
　また、このようなアルカリ水溶液には、メタノール、エタノール等の水溶性有機溶媒や
界面活性剤を適当量添加して使用することもできる。アルカリ水溶液におけるアルカリの
濃度は、適当な現像性を得る観点から、０．１質量％以上５質量％以下が好ましい。現像
方法としては、例えば液盛り法、ディッピング法、揺動浸漬法、シャワー法等の適宜の方
法を利用することができる。現像時間は、ポジ型感放射線性組成物の組成によって異なる
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が、好ましくは１０～１８０秒間程度である。このような現像処理に続いて、例えば流水
洗浄を３０～９０秒間行った後、例えば圧縮空気や圧縮窒素で風乾させることによって、
所望のパターンを形成することができる。
【０１００】
（４）加熱工程
　上記（４）の工程では、ホットプレート、オーブン等の加熱装置を用い、パターニング
された薄膜を加熱することによって、上記［Ａ］成分の縮合反応を促進し、硬化物を得る
ことができる。特に、［Ｃ］成分の感熱性酸発生剤又は感熱性塩基発生剤を用いる場合に
は、加熱工程において酸性活性物質又は塩基性活性物質が発生し、これが触媒となって［
Ａ］成分の縮合反応がさらに促進されると考えられる。当該工程における加熱温度は、例
えば１２０～２５０℃である。加熱時間は、加熱機器の種類により異なるが、例えば、ホ
ットプレート上で加熱工程を行う場合には５～３０分間、オーブン中で加熱工程を行う場
合には３０～９０分間とすることができる。２回以上の加熱工程を行うステップベーク法
等を用いることもできる。このようにして、目的とする硬化膜に対応するパターン状薄膜
を基板の表面上に形成することができる。
【０１０１】
＜硬化膜＞
　このように形成された硬化膜の膜厚は、好ましくは０．１～８μｍ、より好ましくは０
．１～６μｍ、さらに好ましくは０．１～４μｍである。
【０１０２】
　本発明のポジ型感放射線性組成物から形成された硬化膜は、下記の実施例からも明らか
にされるように、耐熱性、透明性及び低誘電性という一般的な要求特性をバランス良く満
たすと共に、屈折率及びＩＴＯ膜エッチング工程におけるレジスト剥離液耐性並びに耐ド
ライエッチング性に優れることに加え、電圧保持率が高い液晶パネルを形成することがで
きる。そのため、当該硬化膜は、表示素子用として好適に用いられる。
【０１０３】
＜表示素子＞
　本発明の表示素子は、当該ポジ型感放射線性組成物から形成される硬化膜を備える。こ
れにより、表示素子として実用面で要求される一般的特性を満足する。当該表示素子は、
液晶配向膜が表面に形成された基板が２枚、基板の周辺部に設けられたシール剤を介して
液晶配向膜側で対向して配置されており、これら２枚の基板間に液晶が充填されている。
【０１０４】
＜ポリシロキサン＞
　Ｓｉ原子に対するメルカプト基の含有率が、５モル％を超え６０モル％以下である発明
のポリシロキサンを用いて得られる硬化膜は機械的、電気的特性に優れるので、表示素子
の層間絶縁膜、平坦化膜、隔壁の形成に好適に用いられる。
【実施例】
【０１０５】
　以下に合成例、実施例を示して、本発明をさらに具体的に説明するが、本発明は以下の
実施例に限定されるものではない。
【０１０６】
　以下の各合成例から得られた加水分解性シラン化合物の加水分解縮合物の数平均分子量
（Ｍｎ）及び重量平均分子量（Ｍｗ）は、下記の仕様によるゲルパーミエーションクロマ
トグラフィ（ＧＰＣ）により測定した。
　装置：ＧＰＣ－１０１（昭和電工（株）製）
　カラム：ＧＰＣ－ＫＦ－８０１、ＧＰＣ－ＫＦ－８０２、ＧＰＣ－ＫＦ－８０３及びＧ
ＰＣ－ＫＦ－８０４（昭和電工（株）製）を結合したもの
　移動相：テトラヒドロフラン
【０１０７】
＜［Ａ］成分の加水分解性シラン化合物の加水分解縮合物の合成例＞
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［合成例１］
　撹拌機付の容器内に、プロピレングリコールモノメチルエーテル２５質量部を仕込み、
続いて、フェニルトリメトキシシラン１６質量部、メチルトリメトキシシラン２質量部、
３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン３５質量部、及びシュウ酸０．７質量部を仕
込み、溶液温度が６０℃になるまで加熱した。溶液温度が７０℃に到達後、イオン交換水
を１５質量部仕込み、７５℃になるまで加熱し、３時間保持した。反応終了後、エバポレ
ーションすることで、イオン交換水及び加水分解縮合で発生したメタノールを除去した。
　　以上により、加水分解縮合物（Ａ－１）を得た。加水分解縮合物（Ａ－１）の固形分
濃度は３９．５質量％であり、得られた加水分解縮合物の重量平均分子量（Ｍw）は１，
７００であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は２であった。また、加水分解縮合物（Ａ－１
）中のアリール基（フェニル基）のＳｉ原子に対する含有率は、２９モル％であり、メル
カプト基のＳｉ原子に対する含有率は、６６モル％であった。
【０１０８】
［合成例２］
　撹拌機付の容器内に、プロピレングリコールモノメチルエーテル２５質量部を仕込み、
続いて、フェニルトリメトキシシラン１７質量部、メチルトリメトキシシラン３４質量部
、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン２質量部、及びシュウ酸０．７質量部を仕
込み、溶液温度が６０℃になるまで加熱した。溶液温度が７０℃に到達後、イオン交換水
を１５質量部仕込み、７５℃になるまで加熱し、３時間保持した。反応終了後、エバポレ
ーションすることで、イオン交換水及び加水分解縮合で発生したメタノールを除去した。
以上により、加水分解縮合物（Ａ－２）を得た。加水分解縮合物（Ａ－２）の固形分濃度
は４０．５質量％であり、得られた加水分解縮合物の重量平均分子量（Ｍw）は１，６０
０であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は２であった。また、加水分解縮合物（Ａ－２）中
のアリール基（フェニル基）のＳｉ原子に対する含有率は、２３モル％であり、メルカプ
ト基のＳｉ原子に対する含有率は、３モル％であった。
【０１０９】
［合成例３］
　撹拌機付の容器内に、プロピレングリコールモノメチルエーテル２５質量部を仕込み、
続いて、フェニルトリメトキシシラン１９質量部、メチルトリメトキシシラン７質量部、
３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン２７質量部、及びシュウ酸０．７質量部を仕
込み、溶液温度が６０℃になるまで加熱した。溶液温度が７０℃に到達後、イオン交換水
を１５質量部仕込み、７５℃になるまで加熱し、３時間保持した。反応終了後、エバポレ
ーションすることで、イオン交換水及び加水分解縮合で発生したメタノールを除去した。
以上により、加水分解縮合物（Ａ－３）を得た。加水分解縮合物（Ａ－３）の固形分濃度
は３９．８質量％であり、得られた加水分解縮合物の重量平均分子量（Ｍw）は１，８０
０であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は２であった。また、加水分解縮合物（Ａ－３）中
のアリール基（フェニル基）のＳｉ原子に対する含有率は、３１モル％であり、メルカプ
ト基のＳｉ原子に対する含有率は、４８モル％であった。
【０１１０】
［合成例４］
　撹拌機付の容器内に、プロピレングリコールモノメチルエーテル２５質量部を仕込み、
続いて、フェニルトリメトキシシラン１７質量部、メチルトリメトキシシラン１６質量部
、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン２０質量部、及びシュウ酸０．７質量部を
仕込み、溶液温度が６０℃になるまで加熱した。溶液温度が７０℃に到達後、イオン交換
水を１５質量部仕込み、７５℃になるまで加熱し、３時間保持した。反応終了後、エバポ
レーションすることで、イオン交換水及び加水分解縮合で発生したメタノールを除去した
。以上により、加水分解縮合物（Ａ－４）を得た。加水分解縮合物（Ａ－４）の固形分濃
度は４０．８質量％であり、得られた加水分解縮合物の重量平均分子量（Ｍw）は１，４
００であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は２であった。また、加水分解縮合物（Ａ－４）
中のアリール基（フェニル基）のＳｉ原子に対する含有率は、２６モル％であり、メルカ
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プト基のＳｉ原子に対する含有率は、３３モル％であった。
【０１１１】
［合成例５］
　撹拌機付の容器内に、プロピレングリコールモノメチルエーテル２５質量部を仕込み、
続いて、フェニルトリメトキシシラン３４質量部、メチルトリメトキシシラン２質量部、
３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン１７質量部、及びシュウ酸０．７質量部を仕
込み、溶液温度が６０℃になるまで加熱した。溶液温度が７０℃に到達後、イオン交換水
を１５質量部仕込み、７５℃になるまで加熱し、３時間保持した。反応終了後、エバポレ
ーションすることで、イオン交換水及び加水分解縮合で発生したメタノールを除去した。
以上により、加水分解縮合物（Ａ－５）を得た。加水分解縮合物（Ａ－５）の固形分濃度
は３９．８質量％であり、得られた加水分解縮合物の重量平均分子量（Ｍw）は１，６０
０であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は２であった。また、加水分解縮合物（Ａ－５）中
のアリール基（フェニル基）のＳｉ原子に対する含有率は、６２モル％であり、メルカプ
ト基のＳｉ原子に対する含有率は、３２モル％であった。
【０１１２】
［合成例６］
　撹拌機付の容器内に、プロピレングリコールモノメチルエーテル２５質量部を仕込み、
続いて、フェニルトリメトキシシラン４４質量部、メチルトリメトキシシラン２質量部、
３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン７質量部、及びシュウ酸０．７質量部を仕込
み、溶液温度が６０℃になるまで加熱した。溶液温度が７０℃に到達後、イオン交換水を
１５質量部仕込み、７５℃になるまで加熱し、３時間保持した。反応終了後、エバポレー
ションすることで、イオン交換水及び加水分解縮合で発生したメタノールを除去した。以
上により、加水分解縮合物（Ａ－６）を得た。加水分解縮合物（Ａ－６）の固形分濃度は
４０．８質量％であり、得られた加水分解縮合物の重量平均分子量（Ｍw）は１，５００
であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は２であった。また、加水分解縮合物（Ａ－６）中の
アリール基（フェニル基）のＳｉ原子に対する含有率は、８１モル％であり、メルカプト
基のＳｉ原子に対する含有率は、１４モル％であった。
【０１１３】
［比較合成例１］
　撹拌機付の容器内に、ジアセトンアルコール２５質量部を仕込み、続いて、フェニルト
リメトキシシラン２０質量部、メチルトリメトキシシラン３３質量部、及びシュウ酸０．
７質量部を仕込み、溶液温度が６０℃になるまで加熱した。溶液温度が７０℃に到達後、
イオン交換水を１５質量部仕込み、７５℃になるまで加熱し、３時間保持した。反応終了
後、エバポレーションすることで、イオン交換水及び加水分解縮合で発生したメタノール
を除去した。以上により、加水分解縮合物（a－１）を得た。加水分解縮合物（a－１）の
固形分濃度は４０．２質量％であり、得られた加水分解縮合物の重量平均分子量（Ｍw）
は１，５００であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は２であった。また、加水分解縮合物（
a－１）中のアリール基（フェニル基）のＳｉ原子に対する含有率は、２７モル％であっ
た。
【０１１４】
［比較合成例２］
　撹拌機付の容器内に、ジアセトンアルコール２５質量部を仕込み、続いて、フェニルト
リメトキシシラン３８質量部、メチルトリメトキシシラン１５質量部、及びシュウ酸０．
７質量部を仕込み、溶液温度が６０℃になるまで加熱した。溶液温度が７０℃に到達後、
イオン交換水を１５質量部仕込み、７５℃になるまで加熱し、３時間保持した。反応終了
後、エバポレーションすることで、イオン交換水及び加水分解縮合で発生したメタノール
を除去した。以上により、加水分解縮合物（a－２）を得た。加水分解縮合物（a－２）の
固形分濃度は４０．２質量％であり、得られた加水分解縮合物の重量平均分子量（Ｍw）
は１，５００であり、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は２であった。また、加水分解縮合物（
a－２）中のアリール基（フェニル基）のＳｉ原子に対する含有率は、６２モル％であっ
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た。　
【０１１５】
＜感放射性樹脂組成物の調製＞
［実施例１］
　合成例１で得られた加水分解縮合物（Ａ－１）を含む溶液（加水分解縮合物（Ａ－１）
１００質量部（固形分）に相当する量）に、［Ｂ］成分として（Ｂ－１）４，４’－［１
－［４－［１－［４－ヒドロキシフェニル］－１－メチルエチル］フェニル］エチリデン
］ビスフェノール（１．０モル）と１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸クロ
リド（３．０モル）との縮合物２０質量部、［E］界面活性剤として（E－１）シリコーン
系界面活性剤（（株）東レ・ダウコーニング製の「ＳＨ　８４００　ＦＬＵＩＤ」）０．
１質量部を加え、固形分濃度が２５質量％になるようにプロピレングリコールモノメチル
エーテルを添加し、ポジ型感放射線性組成物を調製した。
【０１１６】
［実施例２～１３　及び比較例１～２］
　各成分の種類及び量を表１に記載の通りとした他は、実施例１と同様にしてポジ型感放
射線性組成物を調製した。
【０１１７】
＜物性評価＞
　上記のように調製したポジ型感放射線性組成物を使用し、以下のように当該組成物、硬
化膜及び液晶セルとしての各種の特性を評価した。
【０１１８】
〔ポジ型感放射線性組成物の放射線感度の評価〕
　シリコン基板上に、実施例１～３及び５～１７並びに比較例１～８については、スピン
ナーを用いて各組成物を塗布した後、１００℃にて２分間ホットプレート上でプレベーク
することにより膜厚４．０μｍの塗膜を形成した。実施例４については、スリットダイコ
ーターを用いて組成物を塗布した後、室温で１５秒かけて０．５Ｔｏｒｒまで減圧し、溶
媒を除去した後、１００℃にて２分間ホットプレート上でプレベークすることにより膜厚
４．０μｍの塗膜を形成した。得られた塗膜に対し、キヤノン（株）製ＰＬＡ－５０１Ｆ
露光機（超高圧水銀ランプ）を用い、３．０μｍのライン・アンド・スペース（１０対１
）のパターンを有するマスクを介して露光時間を変化させて露光を行った後、２．３８質
量％のＴＭＡＨ水溶液にて２５℃、８０秒間、液盛り法で現像した。次いで、超純水で１
分間流水洗浄を行い、乾燥させてシリコン基板上にパターンを形成した。このとき、スペ
ース線幅（底部）が０．３０μｍとなるのに必要な最小露光量を測定した。この最小露光
量を放射線感度として表１に示す。最小露光量が６００（Ｊ／ｍ２）以下の時、放射線感
度は良好であると言える。
【０１１９】
〔硬化膜の現像密着性の評価〕
　上記「放射線感度の評価」と同様にしてＩＴＯ電極基板上に塗膜を形成した。その後、
５．０、１０．０、２０．０、４０．０μｍのライン・アンド・スペース、マスク（１対
１）を介して、露光量が８００（Ｊ／ｍ２）で露光した。その後、２．３８質量％のＴＭ
ＡＨ水溶液にて２５℃、８０秒間、液盛り法で現像しパターンを形成した。その後、得ら
れたパターンを光学電子顕微鏡により観察した。
パターンの剥れは発生している場合、現像時密着性は不良と判断できる。このとき、線幅
の小さいパターンにおいてパターン剥れが発生していない場合、現像密着性は良好である
と言える。以下に評価判断を示す。結果は表１に記載した。
・５．０、１０．０、２０．０、４０．０μｍのライン・アンド・スペースパターンのす
べてに剥れがない場合：現像密着性は非常に良好であり、◎と表記した。
・１０．０、２０．０、４０．０μｍのライン・アンド・スペースパターンに剥れがない
場合：現像密着性良好であり、○と表記した。
・２０．０、４０．０μｍのライン・アンド・スペースパターンに剥れがない場合：現像
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密着性を△と表記した。
・４０．０μｍのライン・アンド・スペースパターンのみに剥れがない場合：現像密着性
は不良であり、×と表記した。
・すべてのライン・アンド・スペースパターンで剥れが発生した場合：現像密着性は非常
に不良であり、××と表記した。
【０１２０】
〔硬化膜の耐メルトフロー性の屈折率の評価〕
　上記「放射線感度の評価」と同様に、スペース線幅（底部）が６．０μｍとなるパター
ンを形成した。得られたパターンに、それぞれキヤノン（株）製ＰＬＡ－５０１Ｆ露光機
（超高圧水銀ランプ）を用いて、積算照射量が３，０００Ｊ／ｍ２となるように露光を行
った後、クリーンオーブン内にて２２０℃で１時間加熱することによりポストベークを行
った。さらに、２３０℃で１０分間加熱して、パターンをメルトフローさせ、ＳＥＭ（走
査型電子顕微鏡）によりパターン底部の寸法を測定した。この時、パターン底部の寸法が
６．３５μｍ未満であるとき、耐メルトフロー性が良好であるといえる。一方、パターン
底部の寸法が６．３５μｍ以上の場合、耐メルトフロー性は不良であるといえる。このパ
ターン底部の寸法測定結果を、耐メルトフロー性の評価として表１に示す。
【０１２１】
〔硬化膜の耐熱性の評価〕
　上記「放射線感度の評価」で露光しなかった以外は、同様にシリコン基板上に塗膜を形
成した。その後、得られた塗膜に、それぞれキヤノン（株）製ＰＬＡ－５０１Ｆ露光機（
超高圧水銀ランプ）を用いて、積算照射量が３，０００Ｊ／ｍ２となるように露光を行っ
た後、クリーンオーブン内にて２２０℃で１時間加熱することにより硬化膜を得た。得ら
れた硬化膜の膜厚（Ｔ１）を測定した。そして、この硬化膜が形成されたシリコン基板を
クリーンオーブン内にて２４０℃で１時間追加ベークした後、当該硬化膜の膜厚（ｔ２）
を測定し、追加ベークによる膜厚変化率｛｜ｔ２－Ｔ１｜／Ｔ１｝×１００〔％〕を算出
した。結果を表１に示す。この値が３％以下のとき、耐熱性は良好であると言える。
【０１２２】
　〔硬化膜の光線透過率の評価〕
　上記「放射線感度の評価」と同様に、ガラス基板上に塗膜を形成した。得られた塗膜に
、それぞれキヤノン（株）製ＰＬＡ－５０１Ｆ露光機（超高圧水銀ランプ）を用いて、積
算照射量が３，０００Ｊ／ｍ２となるように露光を行った後、クリーンオーブン内にて２
２０℃で１時間加熱することにより硬化膜を得た。この硬化膜を有するガラス基板の光線
透過率を、分光光度計「１５０－２０型ダブルビーム」（（株）日立製作所製）を用いて
４００～８００ｎｍの範囲の波長で測定した。そのときの最低光線透過率の値を表１に示
す。最低光線透過率が９５％以上の時、光線透過率は良好であると言える。
【０１２３】
〔硬化膜の比誘電率の評価〕
　研磨したＳＵＳ３０４製基板上に、実施例１～３及び５～１７並びに比較例１～８につ
いては、スピンナーを用いて各組成物を塗布した後、１００℃にて２分間ホットプレート
上でプレベークすることにより膜厚３．０μｍの塗膜を形成した。実施例４については、
スリットダイコーターを用いて組成物を塗布した後、室温で１５秒かけて０．５Ｔｏｒｒ
まで減圧し、溶媒を除去した後、１００℃にて２分間ホットプレート上でプレベークする
ことにより膜厚３．０μｍの塗膜を形成した。得られた塗膜に対し、キヤノン（株）製Ｐ
ＬＡ－５０１Ｆ露光機（超高圧水銀ランプ）を用い、積算照射量が３，０００Ｊ／ｍ２と
なるように露光を行った後、クリーンオーブン内にて２２０℃で１時間加熱することによ
り、基板上に硬化膜を形成した。この硬化膜上に、蒸着法によりＰｔ／Ｐｄ電極パターン
を形成し、比誘電率測定用サンプルを作成した。得られたサンプルにつき、横河・ヒュー
レットパッカード（株）製ＨＰ１６４５１Ｂ電極及びＨＰ４２８４ＡプレシジョンＬＣＲ
メーターを用い、ＣＶ法により、周波数１０ｋＨｚの周波数における比誘電率を測定した
。結果を表１に示す。なお、比誘電率の評価においては、形成する膜のパターニングは不
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要のため、現像工程を省略し、塗膜形成工程、放射線照射工程及び加熱工程のみ行い評価
に供した。
【０１２４】
〔液晶セルの電圧保持率の評価〕
　表面にナトリウムイオンの溶出を防止するＳｉＯ２膜が形成され、さらにＩＴＯ（イン
ジウム－酸化錫合金）電極を所定形状に蒸着したソーダガラス基板上に、スピンナーを用
いて表１に記載の各組成物を塗布し、１００℃のホットプレート上で２分間プレベークを
行って、膜厚２．０μｍの塗膜を形成した。２．３８質量％のＴＭＡＨ水溶液にて、２５
℃、８０秒間、ディップ法による現像を行った。次いで、高圧水銀ランプを用い、フォト
マスクを介さずに、塗膜に３６５ｎｍ、４０５ｎｍ及び４３６ｎｍの各波長を含む放射線
を３，０００Ｊ／ｍ２の積算照射量で露光した。さらに２２０℃で１時間ポストベークを
行い、硬化膜を形成した。次いで、この硬化膜を有する基板上に５．５μｍ径のビーズス
ペーサーを散布後、これと表面にＩＴＯ電極を所定形状に蒸着しただけのソーダガラス基
板とを対向させた状態で、液晶注入口を残して４辺を０．８ｍｍのガラスビーズを混合し
たシール剤を用いて貼り合わせ、メルク社製の液晶ＭＬＣ６６０８（商品名）を注入した
後に液晶注入口を封止することにより、液晶セルを作製した。
【０１２５】
　この液晶セルを６０℃の恒温層に入れて、（株）東陽テクニカ製の液晶電圧保持率測定
システムＶＨＲ－１Ａ型（商品名）により、印加電圧を５．５Ｖの方形波とし、測定周波
数を６０Ｈｚとして液晶セルの電圧保持率を測定した。結果を表１に示す。なお、ここで
電圧保持率とは、下記式で求められる値である。液晶セルの電圧保持率の値が低いほど、
液晶パネル形成時に「焼き付き」と呼ばれる不具合を起こす可能性が高くなる。一方、電
圧保持率の値が高くなるほど、「焼き付き」発生の可能性が低くなり、液晶パネルの信頼
性が高くなると言える。　電圧保持率の目安として、９０％以上の場合、焼き付き」発生
の可能性が低くなり、液晶パネルの信頼性が高くなると言える。　
　電圧保持率（％）＝（基準時から１６．７ミリ秒後の液晶セル電位差）／（０ミリ秒〔
基準時〕で印加した電圧）×１００
【０１２６】
　なお、表１において、［Ｂ］キノンジアジド化合物、［Ｃ］感熱性酸発生剤又は感熱性
塩基発生剤、［Ｄ］熱架橋性化合物、［Ｅ］界面活性剤の略称は、それぞれ以下のものを
表す。
【０１２７】
Ｂ－１：４，４’－［１－［４－［１－（４－ヒドロキシフェニル）－１－メチルエチル
］フェニル］エチリデン］ビスフェノール（１．０モル）と１，２－ナフトキノンジアジ
ド－５－スルホン酸クロリド（３．０モル）との縮合物
Ｂ－２：１，１，１－トリ（ｐ－ヒドロキシフェニル）エタン（１．０モル）と１，２－
ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸クロリド（３．０モル）との縮合物
Ｃ－１：１－（４，７－ジブトキシ－１－ナフタレニル）テトラヒドロチオフェニウム　
トリフルオロメタンスルホナート　
Ｃ－２：ジフェニル（４－（フェニルチオ）フェニル）スルホニウムトリフルオロトリス
ペンタフルオロエチルホスファート
Ｃ－３：ビス（シクロヘキシルスルホニル）ジアゾメタン
Ｃ－４：２－ニトロベンジルシクロヘキシルカルバメート
Ｄ－１：Ｎ，Ｎ，Ｎ，Ｎ－テトラ（メトキシメチル）グリコールウリル（三和ケミカル（
株）製の「ニカラックＭＸ－２７０」）
Ｄ－２：３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン
Ｄ－３：トリス－（３－トリメトキシシリルプロピル）イソシアヌレート（信越化学工業
（株）製の「Ｘ－１２－９６５」）
Ｅ－１：シリコーン系界面活性剤（（株）東レ・ダウコーニング製の「ＳＨ　８４００　
ＦＬＵＩＤ」）
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【０１２８】
【表１】

【産業上の利用可能性】
【０１２９】
　本発明のポジ型感放射線性組成物は、上述のように、高い耐熱性、透明性及び低誘電性
を有すると同時に、ＩＴＯ電極に対する優れた密着性に優れた硬化膜、並びに高い電圧保
持率を有する液晶セルを形成することができる。従って、当該ポジ型感放射線性組成物は
、表示素子用の層間絶縁膜、平坦化膜、隔壁を形成するために好適に用いられる。また、
この組成物は、有機ＥＬ素子、電子ペーパーなどのフレキシブルディスプレー等の硬化膜
を形成するためにも好ましく用いることができる。
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Ｆターム(参考) 2H125 AE04P AF04P AF05P AF18P AF20P AF21P AF35P AF55P AF59P AM66P
　　　　 　　        AM85P AM86P AN31P AN38P AN78P BA22P BA24P BA33P CA22  CB05 
　　　　 　　        CC03  CC21 
　　　　 　　  2H190 HA03  HA04  HA05  HB12  HC05  HC11  HC12  HC13  HC15  HD05 
　　　　 　　        HD08  LA01  LA04 
　　　　 　　  4J246 AA03  AB07  BA12X BB02X BB022 CA24X CA40X CA83X CA830 HA15 
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